
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 17日

上   場   会   社   名    フジオーゼックス株式会社 上場取引所 東

コード番号    7299 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　野地　俊広 TEL (0466) 87 - 1644
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 17日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 16,690 - 800 - 714 3.5

12年  3月期 17,043 1.1 804 - 690 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 444 - △ 21.62 - △ 3.7 3.2 4.3

12年  3月期 96 - 4.67 - 0.8 2.9 4.0

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    20,559,500 株　　　12年  3月期    20,559,500 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 5.00 2.50 2.50 103 - 0.9

12年  3月期 5.00 2.00 3.00 103 107.0 0.8

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 20,450 11,704 57.2 569.29

12年  3月期 24,219 12,286 50.7 597.62

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       20,559,500　株　　　12年  3月期       20,559,500株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 7,600 100 150 2.50 － －

通　　期 15,600 500 400 － 2.50 5.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   19 円 46 銭 

－２２－

(百万円未満四捨五入)



貸   借   対   照   表

前      期 当      期
増      減

（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

10,504,173 8,350,150 △ 2,154,023
3,312,466 1,439,661 △ 1,872,805
128,339 104,903 △ 23,435
4,737,936 4,668,706 △ 69,230
50,000 － △ 50,000
37 109 71
2,430 7,046 4,616
674,758 731,028 56,270
235,303 220,979 △ 14,323
520,732 571,539 50,807
454,299 311,410 △ 142,889
1 18,870 18,869

23,565 28,424 4,859
120,641 130,715 10,074
779 603 △ 176
－ － －

266,497 135,126 △ 131,372
1,665 1,466 △ 199
△ 25,274 △ 20,436 4,838
13,715,172 12,100,129 △ 1,615,043
10,084,634 9,377,664 △ 706,970
2,239,106 2,086,769 △ 152,337
344,633 308,409 △ 36,224
4,096,765 3,736,387 △ 360,378
4,192 4,237 45
136,849 102,580 △ 34,269
3,108,263 3,116,923 8,660
154,827 22,358 △ 132,468
43,146 37,027 △ 6,119
34,187 28,285 △ 5,902
8,959 8,742 △ 216
3,587,392 2,685,438 △ 901,954
1,193,700 14,587 △ 1,179,113
1,742,996 1,742,996 －
30 30 －

145,211 141,054 △ 4,157
3,765 3,933 167
308,094 617,440 309,346
75,032 70,044 △ 4,988
119,290 110,555 △ 8,735
△ 726 △ 15,201 △ 14,475

科  目

24,219,345

           （単位：千円未満四捨五入）

繰 延 税 金 資 産

仕 掛 品

前 渡 金
前 払 費 用

未 収 入 金

施 設 利 用 権

（資 産 の 部）

敷 金 保 証 金
そ の 他

投 資 有 価 証 券

20,450,279

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

△ 3,769,067資 産 合 計

関 係 会 社 株 式

従業員長期貸付金
長 期 前 払 費 用

出 資 金

貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置

 投資その他の資産

車 輌 運 搬 具

土 地
建 設 仮 勘 定

固  定  資  産

無形固定資産

工 具 器 具 備 品

原 材 料

貯 蔵 品

有形固定資産

短 期 貸 付 金

そ の 他

未 収 収 益

－２３－

ソ フ ト ウ ェ ア

流  動  資  産

製 品

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
自 己 株 式
商 品



前      期 当      期

（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

11,026,286 6,980,625 △ 4,045,661
47,173 85,998 38,824
2,226,212 2,235,908 9,696
3,000,000 － △ 3,000,000
3,830,000 3,330,000 △ 500,000
487,200 99,400 △ 387,800
314,448 138,089 △ 176,359
340,196 309,816 △ 30,380
21,798 21,848 50
66,922 67,032 110
11,230 15,400 4,170
21,602 20,487 △ 1,115
516,500 456,513 △ 59,987
138,590 136,380 △ 2,210
4,414 63,755 59,341
906,341 1,765,426 859,085
766,400 1,667,000 900,600
－ 20,996 20,996

139,941 77,430 △ 62,511

3,018,648 3,018,648 －
2,769,453 2,769,453 －
373,940 387,748 13,808

6,073,819 5,927,545 △ 146,274
116,000 － △ 116,000
30,000 － △ 30,000
1,786 1,512 △ 274
5,926,034 5,926,034 －

50,859 △ 399,165 △ 450,024
当期未処分利益又は

未 払 消 費 税 等
未 払 法 人 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金

そ の 他

配 当 準 備 積 立 金

退 職 給 付 引 当 金

任 意 積 立 金

固  定  負  債

           （単位：千円未満四捨五入）

増      減

（負 債 の 部）
流  動  負  債

科  目

11,932,627 △ 3,186,576

△ 582,491

24,219,345

11,704,228

20,450,279

8,746,051

12,286,719

支 払 手 形
買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内返済の長期借入金

一年以内償還の社債

未 払 金
未 払 費 用
未 払 事 業 所 税

設備関係支払手形

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

そ の 他 の 剰 余 金

負 債 合 計

（資本の部）
資 本 金
資 本 準 備 金

退 職 給 与 積 立 金

－２４－

利 益 準 備 金

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 合 計

別 途 積 立 金
海外投資等損失準備金

△ 3,769,067

当期未処理損失(△)



損  益  計  算  書

前     期 当     期
増      減

（平成１２年３月期） （平成１３年３月期）

17,043,057 16,690,089 △ 352,968
14,545,614 14,226,268 △ 319,346
2,497,444 2,463,821 △ 33,622
1,693,116 1,664,273 △ 28,843
804,328 799,548 △ 4,779
97,914 146,900 48,986
23,147 4,242 △ 18,906
14,526 39,323 24,797
54,837 57,650 2,813
5,405 45,686 40,281
212,451 232,097 19,647
68,081 71,789 3,708
75,000 52,295 △ 22,705
23,195 － △ 23,195
16,603 － △ 16,603
3,221 90,040 86,819
26,350 17,974 △ 8,377
689,791 714,351 24,560
80,310 259,769 179,459
5,000 7,000 2,000
75,310 － △ 75,310
－ 252,769 252,769

543,286 1,716,524 1,173,238
251,391 － △ 251,391
146,167 － △ 146,167
7,797 － △ 7,797
137,931 282,510 144,578

－ 1,427,515 1,427,515
－ 6,500 6,500

226,815 △ 742,404 △ 969,219
8,347 49,766 41,419
－ 28,334 28,334

122,379 △ 319,421 △ 441,800
96,088 △ 444,415 △ 540,504
－ 101,788 101,788
41,117 51,397 10,280
4,112 5,140 1,028

50,859 △ 399,165 △ 450,024

税引前当期純損失(△)
税引前当期純利益又は

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当期未処理損失（△）

法 人 税 等 還 付 金

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税

科   目

営 業 利 益

経 常 利 益

社 債 利 息

受 取 配 当 金

売 上 総 利 益

受 取 利 息

そ の 他

支払利息及び割引料

営 業 外 収 益

－２５－

そ の 他

特 別 利 益

当期純利益又は当期純損失(△)

投資有価証券売却益

特 別 損 失
年金 過去 勤務 費用

変更時差異処理額

早期退職者優遇者退職金

ゴルフ会員権評価損

営 業 外 費 用

投資有価証券評価損
固 定 資 産 除 却 損

退職給付会計基準

退職給付信託設定益

投資有価証 券売 却損

事業撤退に 伴う 損失

           （単位：千円未満四捨五入）

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

貸倒 引当 金戻 入額

法 人 税 等 調 整 額

賃 貸 料 収 入

為 替 差 損



期    別

（注）     平成12年12月5日 51,397千円（１株につき2円50銭）の中間配当を実施致
         しました。

1,512

（平成１３年３月期）

274

302,347

－  

197,133

当    期

△ 399,165

－  

－  

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額

－２６－

利 益 準 備 金

101,788

61,678

（  3,000）

別 途 積 立 金 取 崩 額

245,749

8,668

科    目

合          計

こ れ を 次 の と お り 処 分 し ま す 。

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ ）

退 職 金 給 付 積 立 金 取 崩 額

配 当 準 備 積 立 金 取 崩 額

次 期 繰 越 利 益

5,200
51,397配 当 金

役 員 賞 与 金
（うち監査役賞与金）

25,000
（        － ）

－  

利 益 処 分 案

700,000

（ １ 株 に つ き ３ 円 ） （１株につき２円５０銭）

前    期
（平成１２年３月期）

50,859

116,000

30,000

（単位：千円未満四捨五入）



重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準および評価方法

時価のあるもの  移動平均法による原価法
時価のないもの  移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法
　製品、仕掛品、原材料、貯蔵品は総平均法による原価法
  商品は個別法による原価法

（３）固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産は、定率法を採用しております。
　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に
ついては、定額法を採用しております。
　無形固定資産は、定額法を採用しております。
  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）による定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金…売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については
       貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
       可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金…従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給
       見込額のうち当期の負担額を計上しております。
③退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当期における退職給付
       債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると
       認められる額を計上しております。
         なお、会計基準変更時差異（1,427,515千円）については、当期に
       おいて有価証券（時価1,367,276千円）及び現金（60,239千円）を
       退職給付信託に拠出し一時に費用処理しております。
④役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
       当期末要支給額を計上しております。

（５）リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

（６）消費税等の会計処理
　税抜き処理によっております。

－２７－

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券・………………



追加情報

（その他有価証券の時価評価）
  当会計年度においては、平成12年大蔵省令第8号附則第4項により、その他有価証券の
うち時価のあるものについて、時価評価を行っておりません。
  なお、当会計年度末おけるその他有価証券に係る貸借対照表計上額は195千円、時価
は253千円、評価差額金相当額は34千円及び繰延税金負債相当額は24千円であります。

（退職給付会計）
  当会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会  平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法
によった場合と比較し、退職給付費用が18,995千円増加し、経常利益は17,535千円減少し、税引
前当期純損失は1,192,281千円増加しております。
  なお、上記金額には退職給付信託設定益が252,769千円含まれております。

（金融商品会計）
   当会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会  平成１１年１月22日））を適用しております。この結果、従来の方法
によった場合と比較し、経常利益は112,105千円減少し、税引前当期純損失は112,105千円
増加しております。

（外貨建取引等会計基準）
  当会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂
に関する意見書」（企業会計審議会  平成11年10月22日））を適用しております。この変更によ
る損益への影響はありません。

－２８－



1 有形固定資産のうち 1 有形固定資産のうち
千円 千円
千円 千円
千円 千円

計 千円 計 千円

供しております。 に供しております。

2

2,135 千US$ 千円

250 千DM 千円

6,001 千 千円

339,732 千W 千円

42 千Ｓｔｇ£ 千円

1,666 千RS 千円

340 千NT$ 千円

10,100 千US$ 千円

89,505 千W 千円

85,603 千 千円

9,851 千NT$ 千円

286 千US$ 千円

250 千DM 千円

3 3
株 株
株 株

4 4

5 偶発債務 5 偶発債務
関係会社の金融機関からの借入金に対して、
次のとおり債務保証を行っております。

千円（ 株 ） ジ ャ ト ス 77,521

500,142 千円

千円

（内、外貨建 ３，９５０千ＵＳ＄）

ＯＯＺＸ ＵＳＡ Ｉｎｃ.

（ 株 ） テ ト ス 3,328 千円
419,293 千円 ＯＯＺＸ ＵＳＡ Ｉｎｃ. 315,945 千円

（内、外貨建 ２，５５０千ＵＳ＄）
392,022 千円

関係会社の金融機関からの借入金に対して、
次のとおり債務保証を行っております。
（ 株 ） ジ ャ ト ス 76,077 千円
（ 株 ） テ ト ス －

主な外貨建資産、負債は次のとおりです。

買 掛 金 57,631 千円

おりです。
売 掛 金 615,228 千円

発行済株式総数 20,559,500

関係会社に係わる注記
関係会社に対する主な資産、負債は下記のと

授権株式数及び発行済株式総数
授 権 株 式 数 40,000,000

（帳簿価格）

は、短期借入金３,３３０,０００千円、一年以内に
返済の長期借入金７６,０００千円及び長期借入
金１,６６７,０００千円の担保として工場財団抵当

土 地 113,955 （帳簿価格）
302,846 （帳簿価格）

当      期

（平成1３年3月31日現在）

建 物 159,139 （帳簿価格）
機 械 及 び 装 置 29,752

買 掛 金 59,286 千円

おりです。
売 掛 金 301,354 千円

発行済株式総数 20,559,500

関係会社に係わる注記
関係会社に対する主な資産、負債は下記のと

授 権 株 式 数 40,000,000

株 式 337,192
78,284

未 払 費 用
30,359
13,048

授権株式数及び発行済株式総数

関 係 会 社 55,389

売 掛 金

226,677
13,048
16,804
32,818
7,169

機 械 及 び 装 置 34,723 （帳簿価格）

返済の長期借入金４５７,０００千円及び長期借

土 地 113,955 （帳簿価格）
319,439

注 記 事 項

前       期

（平成1２年3月31日現在）

建 物 170,761 （帳簿価格）

（貸借対照表関係）

－２９－

入金７４３,０００千円の担保として工場財団抵当に

科目

（帳簿価格）

は、短期借入金３,８３０,０００千円、一年以内に

3,765

外貨額 貸借対照表計上額

1,184
1,094,450
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－３０－

前       期

（平成1２年3月31日現在）

当      期

（平成1３年3月31日現在）

当期末日満期手形等の処理
当期末日は金融機関の休日でありましたが、
当期末日満期手形等（当期末日に自動決済さ
れる売掛金、買掛金等の債権、債務を含む）
については、満期日に決済が行われたものと
して処理しております。当期末残高から除か
れている当期末日満期手形等は、次のとおり
であります。

14,168 千円
期 日 売 掛 金 141,730 千円
受 取 手 形

支 払 手 形 17,259 千円
期 日 買 掛 金 3,806 千円

設備関係支払手形 6,580 千円
期 日 未 払 金 4,650 千円



（損益計算書関係）

1 他勘定へ振替高の内容は下記のとおりであります。 1 他勘定へ振替高の内容は下記のとおりであります。

千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

2 2
ます。 ます。

千円 千円

3 3

4 4

5 5
あります。 あります。

千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

6 6

千円 千円

－３１－

292,389 荷 造 運 送 費 282,392
役 員 報 酬 155,396

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

試 験 研 究 費 1,189 試 験 研 究 費

装置等の資産の除却による損失であります。

関係会社に係わる注記

他勘定より振替高の内容は下記のとおりであり

販売費（見本品費）
－

計

2,042
販売費（見本品費） 7062,073

前       期

                 自  平成11年4月 1日
                 至  平成12年3月31日

仕 掛 品 4,579
工 場 研 究 費 2,147

関係会社からの受取配当金は4,125千円、

不 良 補 償 費 6,748
計 16,736

貯蔵品（機械等） 42,331

関係会社に係わる注記

当        期

仕 掛 品 1,698
工 場 研 究 費 1,195

                 自  平成12年4月 1日
                 至  平成13年3月31日

給与手当及び賞与
賞与引当金繰入額

不 良 補 償 費

関係会社からの受取配当金は33,648千円、
賃借料収入は41,001千円であります。

5,641

貯蔵品（機械等） 41,171

他勘定より振替高の内容は下記のとおりであり

578,608

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
は下記のとおりであります。

473,388

賃借料収入は40,380千円であります。

事業撤退に伴う損失の内容は焼結製品及び機械

販売費及び一般管理費の主な費目は下記のとおりで

役 員 報 酬

販売費及び一般管理費の主な費目は下記のとおりで

148,506
荷 造 運 送 費

によるものであります。

  事業撤退に伴う損失の主なものは、アルミタペット
製品・アジャスタ－製品用機械装置等の資産の除却

給与手当及び賞与
賞与引当金繰入額 106,923

629,297
90,938

は下記のとおりであります。
492,755



 (リース取引関係)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却

工 具 器具 無形固定資産 工 具 器具 無形固定資産

備 品 （ ソフトウェア ） 備 品 （ ソフトウェア ）

千円 千円

取 得 価 額 取 得 価 額

相 当 額 相 当 額

減 価 償 却 減 価 償 却

累計額相当額 累計額相当額

期 末 残 高 期 末 残 高

相 当 額 相 当 額

  なお、取得価額相当額は、未経過リース
  料期末残高が有形固定資産の期末残高等
  に占める割合が低いため、支払利子込み
  法により算定しております。

千円 千円

千円 千円

千円 千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、
  未経過リース料期末残高が有形固定資産
  の期末残高等に占める割合が低いため、
  支払利子込み法により算定しております。

千円 千円

千円 千円

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を
  零とする定額法によっております。

同 左

－３２－

前               期 当               期

至  平成13年3月31日

自  平成12年4月 1日

至  平成12年3月31日

51,597

41,248

合計

386,126

機 械 装 置

及び運搬具

446,012

25,986

機 械 装 置

及び運搬具

④減価償却費相当額の算定方法

１ 年 以 内

③支払リース料及び減価償却費相当額

１ 年 以 内

１ 年 超

合 計

支 払 リ ー ス 料

113,655

133,633減 価 償 却 費 相 当 額

127,625

127,625

133,633

176,522

292,967

③支払リース料及び減価償却費相当額

②未経過リース料期末残高相当額
116,445 98,576

166,751

265,326

④減価償却費相当額の算定方法

18,997

１ 年 超

合 計

211,912

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

535,318

269,992

同 左

35,302 530,135 679,092

16,305 318,223 215,817

同 左

（単位：千円未満四捨五入）

千円 千円 千円 千円 千円 千円 

自  平成11年4月 1日

  累計額相当額及び期末残高相当額   累計額相当額及び期末残高相当額

292,967

②未経過リース料期末残高相当額

62,058

合計

265,326

28,189

48,058

13,05922,072 230,195



（税効果会計関係）

繰延税金資産の

発生の主な原因別 91,608 千円 98,984 千円

の内訳 29,033 31,731

120,641 130,715

215,588 千円 － 千円

58,775 32,521

33,731 75,252

308,094 493,393

16,274

617,440

－３３－

そ の 他

繰延税金資産（流動資産）

前           期

賞 与 引 当 金

（平成１２年３月３１日現在）

そ の 他

繰延税金資産（固定資産）合計

繰延税金資産（流動資産）合計

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰延税金資産（固定資産）

項目
当           期

（平成１３年３月３１日現在）

繰延税金資産（流動資産）

賞 与 引 当 金

そ の 他

繰延税金資産（流動資産）合計

年 金 移 行 時 差 異

臨 時 償 却

繰延税金資産（固定資産）

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

繰延税金資産（固定資産）合計



    役役役役        員員員員        のののの        異異異異        動動動動                    （平成１３年６月２８日付）（平成１３年６月２８日付）（平成１３年６月２８日付）（平成１３年６月２８日付）    

    
１．代表者の異動 
    
         該当ございません。 
 
２．その他の役員の異動 
（１）新任取締役候補 

                             みずの    いさお 
         取 締 役            水野    勲   （現    社長付部長） 
 
                             のぐち    みのる 
 
         取 締 役            野口    實   （現    藤沢工場  工場長） 
 
                                      こまつ  よしお 
 
         取 締 役            小松  好雄   （現    静岡工場  工場長） 
 
 
                             みやもと あきよし 
         取 締 役            宮本  明義   （現    海外部長） 
 
（２）退任予定取締役 

                             みさき  たいじ 
         取 締 役            見崎  泰治   （当社監査役就任予定） 
        
                              いいづか まさのり 
         取 締 役            飯塚  正典   （当社監査役就任予定）   
 
（３）昇格予定取締役  

                             はらだ   かつひこ 
         専務取締役          原田  勝彦   （現  常務取締役） 
        
                             もうり  あきよし 
         常務取締役          毛利  彰良   （現  取締役技術開発部長）     
        
                              くの   まこと                                                    
         常務取締役          久野  真琴   （現  取締役営業部長） 
 
（４）新任監査役候補 

                             みさき  たいじ 
         監 査 役（常勤）    見崎   泰治   （現 取締役総務部長） 
        
                             いいづか  まさのり 
         監 査 役（非常勤）  飯塚  正典    （現 取締役アルミ製品部長） 
  
（５）退任予定監査役 

                             やまもと あきら 
         監 査 役（常勤）    山元  章      （当社顧問就任予定） 
      
                             すずき まさゆき 
         監 査 役（非常勤）  鈴木  正之     
 
 
 
 
 
 

－３４－ 


